
２０２２年１月の
参考銘柄

●ボーイング（BA：NYSE）（$ 209.31）

航空機大手。民間航空機や防衛・宇宙関連製品を生産。主要顧客は、世界各国の空運会
社、米国国防省やNASAなど。

●ＥＶｇｏ（EVGO：NASDAQ）（$ 9.17）

再エネ100%のEV急速充電サービスを展開。現在800カ所を超えるステーションを配備して
いるが、今後5年間でこの数を3倍にするとコミットしている。

●エヌビディア（NVDA：NASDAQ）（$ 274.00）

コンピューターの画像処理に用いるＧＰＵ(グラフィックス・プロセッシング・ユニッ
ト)の開発・製造などを手がける。データセンター、ディープラーニング、ＡＩ、並列計
算等向けにＧＰＧＰＵも伸長。自動運転等車載向けも。

●ペイパル・ホールディングス（PYPL：NASDAQ）（$ 182.95）

消費者や販売店向けに、デジタルやモバイルで決済可能な技術プラットフォームを提供。
2021年7～9月期決算は、売上高前年同期比16%増61億8200万ドル。成長期待の大きい個人
間などの小口送金サービス「ベンモ」は拡大続き、決済取扱高は36%増の600億ドル。

●トクヤマ（4043：東証１部）（100株 1,828円 約19万円）

半導体用シリコンの世界大手、今期一株利益予想305円に対しPER5.9、PERは0.63。年間
配当70円と配当利回り3.83％。半導体向け多結晶シリコンは5Gの導入やリモートワーク
の増加を背景に販売は好調。電子素材は10月28日売上高735億円に上方修正。

●東海カーボン（5301：東証１部）（100株 1,256円 約13万円）

炭素製品大手。半導体や自動車向け製品が大幅増。黒鉛電極も急改善。

●ＮＥＣ（6701：東証１部）（100株 5,240円 約53万円）

通信インフラに強みを持つＩＴサービスの大手。2022年はＤＸや５Ｇ関連のＩＴ投資拡
大が追い風。

●ＪＭＤＣ（4483：東証１部）（100株 5,930円 約60万円）

健康保険組合員の診断結果をビッグデータ化。医療機関、薬局データも積極拡大中。

ＳＤＧｓ関連投資信託

● 脱炭素テクノロジー株式ファンド（愛称：カーボンZERO）

● 社会課題解決応援ファンド（愛称：笑顔のかけはし）

● クリーンテック株式ファンド（資産成長型）（愛称：みらいEarth S成長型）

（いずれも大和アセットマネジメント）
※ 販売用資料の表紙を同封します。詳しくは、目論見書等（目論見書、販売用資料、月次レポー

トなど）をご覧ください。投資にあたっては必ず目論見書をご覧ください。
※ 目論見書等は、本店または黒部支店にて入手できます。担当の営業員にお申し付けください。

日本株

アメリカ株

投資信託

投資信託の買付時の手数料は、
約定代金の３．３％（税込み）です。

2022年1月7日終値

2022年1月10日通常取引終値
国内店頭取引の場合、日本
円で約30万円程度から

＜その他参考銘柄＞
マイクロソフト、アマゾン・ドッ
ト・コム、アルファベット、アッ
プル

２０２２年１月１１日発行



※目論見書は、本店又は黒部支店にて入手できます。担当の営業員にお申し付けください。

投資にあたってのご留意事項
手数料等について

■国内株式

国内株式の売買には、約定代金に対して最大1.265%（消費税込）の委託手数料が必要となります。

委託手数料が2,750円に満たない場合は2,750円（消費税込）

■外国株式

国内取次手数料

約定代金が7.5万円以下の場合・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

約定代金が7.5万円超50万円以下の場合・ ・ ・ ・

約定代金が50万円超の場合 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

現地諸費用:外国取引にかかる現地諸費用の額は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定されますので、

本書上でその金額等をあらかじめ記載することはできません。

「外国証券取引口座」を開設されていない場合は、口座開設が必要となります。

国内店頭取引の場合

当社の定める価格(現地終値の概ね2.5%上下の価格)・為替(午前と午後に基準為替を決定し、その0.5円上下)でのお取引となります。

◎

※

◎

◎

◎

◎

■投資信託

投資信託の場合は、各銘柄ごとに設定された販売手数料および信託報酬等諸経費をご負担いただきます。手数料の料率・額

は銘柄によって異なりますので、ここに具体的に記載することはできません。各銘柄の目論見書等をご覧ください。

◎

主なリスクについて

株価変動リスク◎

政治・経済、社会情勢等の変化により、株式相場等が変動し損失を被るおそれがあります。

信用リスク◎

有価証券等の発行者の信用・財務状況などの変化等により、価格等が下落したり、投資元本を回収できなくなったりするこ

とで、損失を被るおそれがあります。

流動性リスク◎

流動性の悪化または流通市場の混乱により、損失を被るおそれがあります。

為替変動リスク◎

外国為替相場の変動等により、受取金額が増減し損失を被るおそれがあります。

投資信託のリスクは、各銘柄により異なります。各銘柄の交付目論見書等をご覧ください。

当社が取扱う金融商品は、上記リスク等により損失が生じるおそれがあります。商品ごとに手数料等およびリスクは異なりますので、

当該商品の契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をお読みください。

※

このリーフレットは、お客様の投資判断の参考となる情報を提供することを目的としたものです。銘柄の選択・投資に関する最終判断は、お客様

ご自身の判断でお願いします。また、本リーフレットは、信頼できると思われる情報に基づき作成したものですが、その正確性・完全性を保証する

ものではありません。 このリーフレットの内容は、リーフレット作成時における当社の見通しであり、今後予告なく随時変更することがあります。

掲載した銘柄について、我が国の金融商品取引法による企業内容開示が行われていない場合や当社で買い持ち及び売り持ちしている
場合、当社の役職員が投資している場合があります。
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約定代金の11%（消費税込）

8,250円（消費税込）

最大で(約定代金の1.00%+2,500円)×1.1（消費税込）

※


